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消 防 局 



青葉区総務部総務課危機管理担当係長

緑区総務部総務課危機管理担当係長

港北区総務部総務課危機管理担当係長

金沢区総務部総務課危機管理担当係長

磯子区総務部総務課危機管理担当係長

旭区総務部総務課危機管理担当係長

保土ケ谷区総務部総務課危機管理担当係長

港南区総務部総務課危機管理担当係長

富 井 眞 人

池 松 秀 則

担当課長

担当課長

土 屋 哲 郎

木 島 敏 之

担当課長

課 長

担当課長

大 貫 義 幸 名 取 正 暁

緊 急 対 策 課 危 機 対 処 計 画 課
課 長課 長

小 高 輝 夫

松 本 智 安 田 賢 二

課 長

担 当 係 長

担 当 係 長 (3)

岩 渕 浩 二

担 当 係 長 (4)

神奈川区総務部総務課危機管理担当係長

※【危機対処計画課担当係長】

中区総務部総務課危機管理担当係長

南区総務部総務課危機管理担当係長

瀬谷区総務部総務課危機管理担当係長

泉区総務部総務課危機管理担当係長

栄区総務部総務課危機管理担当係長

戸塚区総務部総務課危機管理担当係長

都筑区総務部総務課危機管理担当係長

担当課長

室 長

荒 井 守

危 機 管 理 室

危機管理担当理事

危 機 管 理 課

副 局 長

消 防 局

伊 藤 公 一
局 長

鈴 木 洋

鶴見区総務部総務課危機管理担当係長

担 当 係 長 (18)

担 当 係 長 (2) 担 当 係 長 (2)

＜区役所総務部総務課

危機管理担当係長兼務＞※

情 報 技 術 課

（新型インフルエンザ対策担当）

担 当 係 長

（ 地 域 防 災 担 当 ）

西区総務部総務課危機管理担当係長
１  危機管理に関する総合調整
２  危機管理に係る総合的な企
　画及び施策
３  横浜市危機管理推進会議
４  危機管理意識の啓発
５  危機管理監
６　地域防災活動の支援
７　災害対策備蓄

１  危機管理に係る情報
２  危機管理センターの管理
３  危機管理に係るシステム
４  広域避難場所

１  危機対処に係る計画
２  横浜市防災会議
３  横浜市国民保護協議会１  危機発生時の対応

２  危機対処に係る訓練
３  緊急対策に係る関係機関等
　との連携及び調整

消防局の組織機構・事務分掌
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総 務 部
部 長 ＜ 副 局 長 兼 務 ＞

小 高 輝 夫

課 長

太 田 孝

人 事 係担 当 係 長 (4)

車 両 係

消 防 団 係

庶 務 係 担 当 係 長

（ 職 員 担 当 ）

厚 生 係

施 設 係

担 当 係 長 (2)

経 理 係

阿 部 昭 一

施 設 課

有 賀 太 重

課 長

人 事 課
課 長

総 務 課企 画 課

担当課長

安 江 直 人

坂 本 浩

課 長

１　消防局の重要事項に係る企
　画
２　消防局の事務事業に係る総
　合調整
３　消防局の主要事務事業に係
　る進行管理
４　消防局の組織
５　消防関係諸規程の審査及び
　消防関係例規の編さん
６　消防局の業務改善
７　消防行政区画
８　消防局の事務事業の広
　報、広聴及び情報ネットワー
　ク

１　消防施設等の建設
２　消防の用に供する土地の確
　保
３　財産の取得、管理及び処分
　（他の局、部、課、係の主管
　に属するものを除く。)
４　消防職員待機宿舎
５　執務環境の研究、改善
６　課内の庶務

１　消防用車両、船舶等の選
　定、取得、配置、管理及び処
　分

１　局内の予算及び決算
２　諸手数料その他収入
３　諸契約
４　物品の出納及び保管
５　消防職員の給、貸与品の購
　入、支給及び保管
６　消防用油脂類の出納

１　消防団
２　消防作業等従事者及び防災
　訓練参加者の災害補償

１　公印の管守
２　文書
３　儀式及び渉外
４　消防関係諸会議
５　消防関係諸機関との連絡
６　消防用車両等による交通事故の
　処理
７　横浜市民共済生活協同組合
８　財団法人横浜市防火協会
９　全国消防長会
10　庁中取締り
11　他の部、課及び課内の他の
　係の主管に属しないこと

１　消防職員の任免、宣誓、分
　限、懲戒、服務その他身分
２　消防職員の定数及び配置
３　消防職員の給与、勤務時間
　その他勤務条件
４　消防職員の勤務成績の評定
５　消防職員の募集、選考及び
　試験
６　表彰
７　消防職員の勤務規律
８　消防職員の公務災害補償及
　び賞じゅつ
９　横浜市職員共済組合長期給
　付及び退職給与金等
10　横浜市消防局消防職員委員
　会
11　課内の庶務

１　消防職員の服制
２　消防職員の福利厚生
３　消防職員の健康管理
４　消防職員の文化体育
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担 当 係 長

永 野 淳 一 郎

予 防 係

普 及 係

（ 防 犯 担 当 ）

担 当 係 長 (2)

査 察 係

担 当 係 長

課 長

森 正 人

高 坂 哲 也 見 学 洋 介

課 長課 長

担当課長 (2)

綿 引 緑

課 長

青 木 哲 郎

地 域 安 全 支 援 課 査 察 課指 導 課

予 防 部

予 防 課

高 橋 規 夫

部 長

消 防 設 備 係

危 険 物 係 査 察 企 画 係

１　火災予防査察に係る企画立
　案及び執行管理
２　消防用設備等及び特殊消防
　用設備等の点検
３　消防用設備等及び特殊消防
　用設備等の維持管理の指導
４　火気使用設備等
５　防火対象物の定期点検報告
６　防炎処理
７　防火対象物の防火管理指導
８　課内の庶務

１　火災予防特別査察の執行
２　火災予防等に係る違反是正
３　危険物による事故及び災害
　に係る行政措置

１　危険物行政に係る調査及び
　企画
２　危険物施設に係る許可、認
　可、届出、承認等
３　危険物取扱者等及び危険物
　保安監督者等
４　少量危険物及び指定可燃物
５　危険物施設に係る自衛消防
　組織
６　石油コンビナート等災害防
　止法(昭和50年法律第84号)の
　施行(他の部、課の主管に属
　するものを除く。)。
７　液化石油ガス貯蔵施設等の
　設置等の許可に係る意見
８　危険物施設の定期点検
９　危険物施設の保安、点検等
　に係る技術の研究及び指導
10　課内の庶務

１　建築物等の防火指導
２　建築物の許可、認可及び確
  認の同意
３　消防用設備等及び特殊消防
  用設備等の研究及び指導
４　消防用設備等及び特殊消防
  用設備等の設置に係る検査及
  び指導

１　火災予防施策に係る企画、
　調査及び研究
２　災害予防の指導
３　火災予防に係る連絡調整
４　防火管理に係る講習
５　事業所の自衛消防等の育成
　及び指導
６　社団法人横浜市火災予防協
　会
７　部内他の課、係の主管に属
　しないこと。

１　火災予防に係る普及啓発
２　市民防災の日実践活動
３　地域防災組織の育成及び指
　導
４　家庭防災員
５　児童及び生徒に対する防災
　思想の普及及び指導
６　高齢者等に対する防災指導
７　その他市民に対する防災思
　想の普及及び指導
８　消防関係資料の管理

１　防犯対策の企画及び連絡調
　整
２　防犯対策の事業の実施
３　防犯関係の調査及び資料の
　収集
４　防犯対策に関する関係行政
　機関及び関係諸団体との連絡
　調整
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宮 代 徹

調 査 係

担当課長(2)

担 当 係 長

担 当 係 長

（消防救急無線デシタル化担当）

救 助 係

所 長 課 長

横浜市民防災ｾﾝﾀｰ

松 田 康 博

関 口 輝 雄

大 砂 章

部 長

阿 部 隆

警 防 部

司 令 課警 防 課

林 久 人

警 防 係

現 場 指 揮 係

担 当 係 長

計 画 係

武 笠 基 和

計 画 課
課 長 課 長

齋 藤 守

シ ス テ ム 管 理 係

司 令 第 二 係

司 令 第 一 係

担 当 係 長

担当課長

担 当 係 長 (2)

１　災害現場の指揮の支援
２　消防訓練
３　火災等の災害における現場
　活動についての監察

１　救助企画
２　救助技術の指導
３　救助訓練
４　救助用資機材
５　救助統計
６　救助活動

１　消防戦術
２　警防の統括
３　災害の警戒及び警防活動
４　消防隊等の運用計画
５　警防用資機材（他の課の主
　管に属するものを除く。)
６　災害対策基本法（昭和36年
　法律第223号）及び石油コン
　ビナート等災害防止法に基づ
　く消防活動
７　消防事象に係る関係機関と
　の連絡調整
８　部内他の課、係の主管に属
　しないこと

（司令第一係に同じ）

１　災害通信の受信等
２　消防隊及び救急隊等の管制
　及び指令
３　消防隊、救急隊等の運用
　（警防係の分担事務４及び救
　急企画係の分担事務４に係る
　ものを除く。）
４　危機発生時の危機対処
５　災害の速報及び連絡
６　火災警報等
７　気象、消防障害等の情報収
　集及び連絡

１　警防計画
２　消防水利
３　防火水槽の設置及び維持管
　理
４　横浜市危機管理指針に基づ
　く消防に係る計画の原案作成
５　消防相互応援協定及び協約
６　課内の庶務

１　火災その他の災害の調査
２　災害の分析及び記録
３　調査技術の研究及び指導
４　災害の情報
５　消防統計（救急及び救助統
　計を除く。)

１　警防支援情報等の収集及び
　管理
２　消防通信機構の研究改善
３　消防通信施設の配備及び技
　術指導
４　消防通信施設の保守管理
５　その他防災通信
６　課内の庶務

１　災害に係る資料、防災用機
　資材等の展示
２　防災に係る講習会、講演会
　等の開催
３　防災知識の普及及び演奏活
　動
４　その他防災センターの設置
　目的を達成するために必要な
　事項
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担 当 係 長 (2)

救 急 指 導 係

救 急 企 画 係

教 育 課

担 当 係 長

航 空 管 制 科
科 長

吉 村 眞 一

課 長

管 理 ・ 研 究 課
課 長

救 急 課

担 当 係 長

松 原 正 之

武 下 哲 郎

消防訓練センター
所 長 空 港 長

横 浜 ヘ リ ポ ー ト

淡 島 恒 一

課 長

川 縁 健 二

管 理 係

研 究 開 発 係

（救急救命士等養成担当）

担 当 係 長 (2)

森 田 清

１　航空業務計画
２　ヘリポートの施設の維持管
　理
３　航空機の管制
４　航空機による消防戦術及び
　消防活動
５　消防活動以外の行政活動に
　係る航空機の運航
６　航空機の運航に係る申請、
　届出等
７　航空機の操縦訓練
８　航空機に装備する消火用機
　資材及び救助用機資材の維持
　管理
９　運航諸記録の管理
10　ヘリポートの予算及び決算
11　他の科の主管に属しないこ
　と

１　人材育成のための教育訓練
　に係る計画の策定
２　消防訓練センターにおいて
　教育訓練を受ける者の人事管
　理(新たに採用された消防職
　員に係るものに限る。)
３　消防訓練センターで実施す
　る消防職員の教育訓練
４　消防訓練センターで実施す
　る消防団員の教育訓練
５　消防訓練センターで実施す
　る市民の防災教育訓練
６　所属職員に対して実施する
　教育訓練の指導
７　教育訓練機関等に対する教
  育訓練の委託
８　その他教育訓練の研究及び
　実施

１　消防訓練センターの文書
２　消防訓練センターにおいて
　教育訓練を受ける者の保健衛
　生及び福利厚生
３　消防訓練センターの施設及
　び教育訓練に係る環境の研究
　及び整備
４　消防訓練センターの庁舎、
　宿舎、教育訓練施設その他の
　施設及び土地並びに物品の管
　理
５　消防訓練センターの車両の
　安全運転管理
６　消防訓練センターの食堂
７　教育訓練の基本に係る総合
　企画、調整及び教育年間計画
８　教育訓練に係る資料の調査
　、収集、編集及び配布並びに
　教材の整備及び管理
９　教育訓練に係る統計
10　教育訓練に係る記録の作成
　及び管理
11　他の教育訓練機関等との連
　絡調整
12　消防訓練センター内の他の
　課及び係の主管に属しないこ
　と

１　消防科学化の研究及び開発
　並びにこれらに基づく指導
２　特殊災害の分析及びその対
　策
３　鑑識及び鑑定
４　危険物等の判定試験
５　研究・開発情報に係る情報
　及び資料の収集
６　消防用車両、消防用個人装
　備その他資機材の研究、開発
　及び改善

１　救急医療及び救急技術の調
　査研究
２　救急隊の訓練指導
３　救急救命士の実務訓練
４　感染防止
５　応急処置の普及
６　民間の患者等搬送事業の指
　導及び認定

１　救急企画
２　医療機関等
３　救命指導医
４　救急隊の運用計画
５　横浜市救急業務委員会
６　救急資器材及び救急薬品
７　救急統計
８　課内の庶務

－5－



計 画 第 一 係

経 理 係

査 察 係

防 災 第 一 係

安全管理担当課長兼務＞

担 当 係 長

警 備 第 一 係

警 備 第 一 課

鈴 田 悦 雄

科 長

( 警 備 担 当 )

担 当 課 長

＜区役所総務部総務課

予 防 係

庶 務 課 予 防 課

庶 務 係

指 導 係

消 防 署
＜区役所総務部

安全管理担当部長兼務＞

整 備 科 副 署 長

南、港南、保土ケ谷、

旭、磯子、金沢、港北、

緑、青葉、都筑、戸塚、

栄、泉、瀬谷

※

※ (18)

鶴見、神奈川、西、中、

１　公印の管守
２　文書
３　広聴
４　消防表彰
５　署員の服務及び勤務規律
６　署員の勤務成績の評定
７　署員の公務災害補償等の手
　続
８　署員の保健衛生及び福利厚
　生
９　消防用車両等の維持管理（
　他の課の主管に属するものを
　除く。)
10　消防団
11　消防作業等従事者及び防災
　訓練参加者の災害補償
12　署員の文化体育
13　署員の人材育成
14　消防署沿革誌の編集
15　財団法人横浜市防火協会支
　部
16　諸会議
17　他の課及び他の係の主管に
　属しないこと

１　火災予防計画
２　火災予防関係申請等の処理
３　火災予防に係る普及啓発
４　防火管理に係る講習
５　家庭防災員等
６　自衛消防等の育成指導
７　その他市民に対する防災思想
　の普及及び指導
８　火災予防協会

１　危険物に係る許可、認可、届
　出、承認等
２　危険物取扱者等並びに危険物
　保安監督者等の指導及び講習
３　少量危険物及び指定可燃物
４　液化石油ガス貯蔵施設等の設
　置等の許可に係る意見
５　建築物の防火指導
６　建築物の許可、認可及び確認
　の同意事務
７　建築物の許可等の同意事務に
　係る消防用設備等及び特殊消防
　用設備等の設置指導及び検査

１　火災予防査察
２　火災予防等に係る違反是正
３　防火対象物の防火管理指導
４　消防用設備等及び特殊消防用
　設備等の点検
５　消防用設備等及び特殊消防用
　設備等の維持管理の指導
６　防炎処理

１　予算及び決算
２　契約
３　諸手数料の徴収
４　署員の給料及び諸給与金
　の支給
５　横浜市職員共済組合長期
　給付及び退職給与金等の手
　続
６　物品の保管及び請求、払
　出等
７　不用物品等の処分手続

１　消防隊の運用
２　消防戦術
３　災害現場の指揮
４　火災等の災害における現場活
　動についての監察
５　災害現場広報
６　消防訓練
７　消防事象の情報収集及び連絡
８　警防用資機材
９　火災警報等及び消防通信
10　消防車両の保守
11　救助統計
12　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務
13　課内の庶務

１　警防計画
２　警防査察
３　風水害対策
４　警防活動関係申請等の処理
５　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務

１　消防水利
２　地震対策
３　警防活動障害に係る申請等の
　処理
４　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務

１　航空機、救助用機資材等の
　整備
２　航空機の整備用機資材の管
　理
３　航空機に設置された映像伝
　送装置の運用及び維持管理
４　航空機の整備訓練
５　整備諸記録の管理
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救 急 第 二 係 救 急 第 三 係

調 査 第 二 係 調 査 第 三 係

救 急 第 一 係

防 災 第 二 係 防 災 第 三 係

計 画 第 二 係 計 画 第 三 係

調 査 第 一 係

警 備 第 二 係 警 備 第 三 係

警 備 第 二 課 警 備 第 三 課

（警備第一係に同じ。）

（計画第一係に同じ。）

（防災第一係に同じ。）

（調査第一係に同じ。）

（救急第一係に同じ。）

１　火災及びその他の災害の
　調査
２　災害の情報収集
３　消防統計（救急及び救助統計
　を除く。)
４　り災証明等
５　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務

１　救急隊の運用
２　救急統計
３　救急隊の活動
４　救急訓練
５　救急資器材及び救急薬品
６　医療機関等
７　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務

（警備第一係に同じ。）

（計画第一係に同じ。）

（防災第一係に同じ。）

（調査第一係に同じ。）

（救急第一係に同じ。）

【港北・栄消防署】
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消 防 第 三 係

消 防 第 二 係

救 急 第 三 係

救 急 第 二 係

救 急 第 一 係

消 防 第 一 係

消 防 出 張 所

（消防第一係に同じ。）

（消防第一係に同じ。）

【港北・栄消防署】

１　消防用車両等の維持管理
２　庁舎（付属する施設及び器具を
　含む。）の保全及び庁中取締り
３　消防に係る相談
４　消防法令等に基づく届出の受付
５　防災指導、火災予防査察その他
　の火災予防事務
６　消防隊の活動
７　災害現場の情報収集及び現場広報
８　火災警報等及び消防通信
９　消防訓練（救急訓練を除く。)
10　消防事象の情報収集及び連絡
11　消防水利
12　火災及びその他の災害の調査
13　自衛消防の訓練指導
14　警防計画の策定
15　消防統計（救急統計を除く。）
　資料の作成

１　救急隊の活動
２　救急統計資料の作成
３　救急訓練
４　救急資器材及び救急薬品
５　医療機関等
６　防災指導、火災予防査察その他
　の火災予防事務

（救急第一係に同じ。）

（救急第一係に同じ。）

【港北・栄消防署】
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消 防 署 署 長 副 署 長 

鶴 見 消 防 署  安 藤  行 雄  島 村  彰 久  
神 奈 川 消 防 署  荒   照 和  星 川  正 幸  
西 消 防 署  関 野  裕  中 村  榮 宏  
中 消 防 署  髙 澤  幹 夫  小 出  健  
南 消 防 署  髙 松  益 樹  小 笠 原  敏  
港 南 消 防 署  加 藤  雅 之  平 岡  信 治  
保土ケ谷消防署  伊 藤  好 夫  加 藤  淳 治  
旭 消 防 署  齋 藤  俊 彦  北 島  武  
磯 子 消 防 署  坂 野  満  平 山  茂  
金 沢 消 防 署  牧 島  敬 行  中 嶋  俊 明  
港 北 消 防 署  久 保 田  真 人  岡 本  康 司  
緑 消 防 署  渋 谷  豊 美  小 林  栄 次  
青 葉 消 防 署  阿 部  次 夫  大 山  潔  
都 筑 消 防 署  岡 崎  知 博  佐 藤  重 義  
戸 塚 消 防 署   原  晴 彦  深 田  稔  
栄 消 防 署  岡 田  康 裕  木 村  利 雄  
泉 消 防 署  菊 池  清 博  角 津  光 憲  
瀬 谷 消 防 署  矢 部  純 一  関 谷  寿 男  
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市民・消防委員会資料

平成 22 年６月 10 日

消 防 局

別紙

                                  
 

青葉消防署青葉台消防出張所（仮称）複合施設整備に係る工期の遅延について 

 

１ 工期遅延の概要        

  今年１月から建設工事を開始し、３月に本格的な掘削工事を行ったところ、油を含有する土壌が

確認されました。そこで周辺住民への健康被害を考慮し、「土壌汚染対策法」（※１）及び「油汚染

対策ガイドライン」（※２）に基づき、自主検査として土壌汚染調査を行いました。 

その結果、土壌汚染対策法に定める指定基準を超える特定有害物質（ベンゼン､鉛）は検出されず、

安全が確認されました。しかしながら、油膜及び油臭のする土壌（以下「油含有土」という。）が認

められたことから、その処分や安全対策を行うため、最短で約２か月半程度、工期が遅延する見込

みです。 

（※１）「土壌汚染対策法」：土壌汚染の把握、土壌汚染による健康被害の防止を目的として、平成

15 年２月 15 日に施行された法律 

（※２）「油汚染対策ガイドライン」：平成 18 年に環境省から出された鉱油類を含む土壌に起因する

油臭・油膜問題への土地所有者等による対応の考え方 

 

２ 油含有土の処分等      

  本複合施設の建設に伴い、当該傾斜地から除去される建設発生土（約 4,200 ㎥）を、全て敷地外

に搬出する必要があり、このうち油の付着した残土や油臭のする残土については、一般残土として

の処分ができないことから、専門業者による特別な処理を行ったうえで処分を進めているところで

す。 

  また、建設発生土を処分しても、なお、その下に油含有土が残存する場合には、「油汚染対策ガイ

ドライン」に基づき、封じ込め工事を実施します。 

  

３ 土地取得経過等           

当該用地は、平成６年の行政区再編に伴い、青葉消防署が新設されたことにより、近接する藤が

丘消防出張所の移転建替え用地として、平成７年に取得したものです。 

その後、阪神・淡路大震災を契機に、既存庁舎の耐震化工事を優先したことにより、新設庁舎の

整備を見送ることとしたため、本複合施設の着工が平成 21 年度となったものです。 

○土地取得年月：平成７年 11 月 

○土地取得時の用途：給油取扱所（ガソリンスタンド） 

 

※当該給油取扱所における漏油事故歴 

・昭和 56 年７月 ガソリン等の配管の腐食による漏油事故の発生（覚知） 

一時使用停止（７月～８月） 

地下タンク及び配管を交換するなど、全面改修により安全措置を実施 

 

 

 

 

 



 

○施設概要 

(1)  場所：青葉区青葉台１丁目４番地     

 

安全安心ス
テーション

2階　消防出張所

1階　消防出張所 自転車駐車場

地下1階 エントランス等

RF  保育所園庭

4階　保育所

3階　消防職員待機宿舎

５階　地域子育
　　て支援拠点

(2) 敷地面積：1,164 ㎡（近隣商業地域） 

(3) 施設規模：RC 造・地下 1階、地上５階建 

延床面積 3,659.70 ㎡ 

(4) 建設事業者：松尾・三木ＪＶ 

(5) アクセス：東急電鉄田園都市線「青葉台駅」 

        徒歩３分 

(6) 当初竣工予定：平成 23 年３月 

 

○完成イメージ図 

 

   

 



 

平成 22 年度 消防局 運営方針 

 

基本目標 
 あらゆる危機への迅速かつ的確な取組を推進し、ヨコハマに住む人、訪れる人が

『安全・安心を実感できる都市』 を実現します。 

 

目標達成に向けた施策・運営 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目標達成に向けた姿勢 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 安全・安心な暮らしのサポート 

火災等による被害の軽減を図るため、住宅防

火対策や小規模社会福祉施設に対する防火安

全対策等を推進するとともに、市民の防犯活動の

支援などにより、安全・安心な暮らしをサポートし

ます。 

１ あらゆる危機への的確な対処 

大規模地震等の自然災害やテロ災害などのあ

らゆる危機に対応するため、消防の持つ機動力を

最大限に活用するとともに、危機管理に関する各

種取組を推進します。 

特に、2010 年日本ＡＰＥＣの横浜開催の成功

に向けて警備を強化し、会議の安全確保に全力

を尽くします。 

３ 安全基盤の整備 

市民の皆様の安全・安心な暮らしを維持していく

ために必要な各種情報基盤、消防庁舎及び消防

車両等について、着実に整備を進めます。 

４ 親しまれ、信頼される組織づくり 

新生消防局として、職員が一体感ややりがいを

感じながら仕事に取り組める組織づくりを進めると

ともに、情報の共有化や人材育成、コンプライアン

スの強化に取り組み、市民の皆様へのより良質な

サービスの提供に努めます。 

１ 現場目線〔ＰＬＡＮ〕 

火災・救急等の災害活動や立入検査等の予

防業務を通じて、市民の皆様と直に接する職員

が迅速・的確に把握する市民ニーズをタイムリー

に各種施策（ＰＬＡＮ）へ反映していきます。 

 

２ スピード感〔ＤＯ〕 

不測の事態にも対処できるよう、常に最悪の

状況を想定した上で最善を尽くすとともに、職員

一人ひとりがスピード感を持ち、チームワークを発

揮しながら職責を全う（ＤＯ）していきます。 

３ コスト感覚〔ＣＨＥＣＫ〕 

徹底した現状分析による的確な課題認識に

基づき、最小の経費で最大の効果が得られるよ

う、常にコスト意識を持つとともに、定期的に検証

（ＣＨＥＣＫ）し、効率的・効果的な施策の実現を目

指していきます。 

４ 成長志向〔ＡＣＴ〕 

   検証の結果、改善（ＡＣＴ）すべき点については

柔軟に対応するとともに、仕事の成果を積極的

に評価し共有していきます。また、改善を通じ

て、超過勤務時間の削減やワークライフバランス

の推進に取り組んでいきます。 



主な事業・取組 

 

１ あらゆる危機への的確な対処 

【主な事業・取組】 【指標】 

 2010 年日本ＡＰＥＣに伴う警備体制の強化 

《事業概要》 

11 月に本市で開催される 2010 年日本ＡＰＥＣ

の安全な運営を実現するため、警備体制を強化

し、各種災害を想定した訓練を行うとともに、危機

発生時には迅速・的確に対処します。 

また、関連施設等に対する査察や消防訓練の

実施・指導を行います。 

 

 危機に対する備えの充実強化 

《事業概要》 

      横浜市防災計画、横浜市国民保護計画等を見

直すほか、横浜市業務継続計画【地震編】を策定

します。 

      また、本市の危機対処能力の向上に向けた訓

練を実施し、危機事案が発生したときの対応や、

防災訓練の実施結果を検証します。 

 

 横浜型救急システムの推進 

《事業概要》 

救急隊及び救命活動隊の更なる効率的かつ効

果的な運用に向けての検証・検討を行います。 

また、救命活動隊の増強、緊急度・重症度識別

の精度向上を図ります。 

 

 消防団の大規模災害対応能力の向上 

《事業概要》 

大規模災害等を想定し、地域住民と消防団が

連携した訓練を実施するほか、地域性や消防団

員が持つ技術・知識を活かした訓練を自らが行え

るよう、消防団員訓練指導者を育成し、地域防災

力の強化を図ります。 

 

⇒ 大規模災害及び重点警備対象物等に対応し

た訓練（局５回以上、各署２回以上）の実施

（10 月） 

⇒ 警備体制の強化と警戒本部の設置による会

議等の安全確保（11 月） 

⇒ 関連施設等への特別査察の実施（50 対象） 

 

 

  

⇒ 横浜市防災計画の見直し（12 月） 

⇒ 横浜市国民保護計画の変更（12 月） 

⇒ 横浜市業務継続計画【地震編】の策定（３月）

⇒ 訓練結果等のマニュアルへの反映（３月） 

⇒ 危機に対する実効性のある初動体制の強化

に向けた検討（３月） 

 

 

 

⇒ 試行及び運用状況の検証によるシステムの

充実強化（３月） 

⇒ ミニ消防車４台による運用拡大（３月） 

⇒ コールトリアージ精度の向上（C【生命の危険

なし】判定：構成比 11％） 

 

 

⇒ 訓練指導者の指名（４月） 

⇒ 年間計画に基づいた各種訓練の実施（通年）

２ 安全・安心な暮らしのサポート 

【主な事業・取組】 【指標】 

 住宅防火対策の推進 

《事業概要》 

住宅用火災警報器について、全ての住宅への

設置に向け、自治会等の共同購入事業の継続や

各住戸へのローラー作戦、効果的な広報などによ

り、設置普及活動を行います。 

 

⇒ 住宅用火災警報器の 100％設置（３月） 

 

 

 

 

 

 



 防火・防災安全対策の推進 

《事業概要》 

     危険物施設への査察、大規模事業所における

自衛消防力の強化に向けた指導や、小規模社会

福祉施設及び個室型店舗へ新たに義務化された

消防用設備等の設置指導及び訓練等を行うほ

か、消防法令違反の是正を強力に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 地域で取り組む防犯活動の支援 

《事業概要》 

    自転車盗難防止パトロール及びひったくり防止な

どの啓発活動により、地域における防犯対策を強

化します。 

    併せて、各種イベントやキャンペーンの開催によ

り、市民の防犯意識の向上を図ります。 

 

 ＬＥＤ防犯灯の整備 

《事業概要》 

市内に約 17 万灯設置されている防犯灯につい

て、順次、高効率化を図ります。 

 

⇒ 「小規模社会福祉施設の防火安全指針」の

周知（全該当施設） 

⇒ 予防規程制定義務対象及び特定事業所へ

の査察の実施（2,485 対象） 

⇒ 大規模事業所への自衛消防組織の設置（特

定：163 対象、非特定：144 対象） 

⇒ 消防用設備等の設置推進（小規模社会福祉

施設：168 対象、個室型店舗全て） 

⇒ 自動火災報知設備未設置対象物の是正（27

対象） 

⇒ 高齢者グループホーム 265 施設における実

践的な訓練の実施（各施設：年１回以上） 

 

⇒ 地域及び企業等における、実情に応じた見守

り活動の実施（通年） 

⇒ 市民意識調査のうち、「犯罪や防犯のことに

関する心配ごと」の状況改善（10％以下） 

 

 

 

 

⇒ 防犯灯設置基準や維持管理の手法について

市民との合意が得られている。（３月） 

⇒ 予算の範囲内でできるだけ多くのＬＥＤ防犯灯

が設置されている。（３月） 

３ 安全基盤の整備 

【主な事業・取組】 【指標】 

 消防指令システム次期構想の検討 

《事業概要》 

現行の消防指令システムが更新時期を迎えて

いることから、システムの技術革新等の動向を踏

まえた次期構想を検討します。 

 

 地震防災システムの整備 

《事業概要》 

整備から 10 年以上が経過したリアルタイム地

震防災システムについて、他の情報システムとの

整理統合を行います。 

 

 消防車両の整備 

《事業概要》 

NOX・ＰＭ法の規制対象車両及び更新年数を超

過した、経年劣化の著しい車両を優先して更新し

ます。 

 

 

⇒ 消防指令システムの更新構想の作成（12

月） 

 

 

 

 

⇒ 類似システムとの整理統合（３月） 

 

 

 

 

 

 ⇒ 消防車両の更新（26 台） 

 

 

 

 

 

 



 消防庁舎の整備 

《事業概要》 

消防力の適正配置と地域ニーズに応じた消防

出張所の建設に向けて手続を進めます。 

⇒ 青葉台消防出張所の整備推進（通年） 

⇒ 長津田消防出張所の建設に向けた再開発関

係事務の推進（３月） 

⇒ 奈良消防出張所の建設に向けた契約事務の

推進（３月） 

 

４ 親しまれ、信頼される組織づくり 

【主な事業・取組】 【指標】 

 コンプライアンスの推進及び人材育成 

《事業概要》 

事務処理ミスや事故等が発生した場合に、徹

底した原因究明を行い、適切な再発防止策を講

じます。 

また、事例の共有化や人材育成ビジョンの見直

しにより、コンプライアンスの確立を図るとともに、職

員が意欲を持って働くことができる職場環境づくり

を推進します。 

 

 情報の共有化の推進 

《事業概要》 

情報の一元化など、消防業務の効率的な推進

に向けて、新たな事務系システムの構築に向けた

取組を進めます。 

       

 組織機構改革の実施 

《事業概要》 

      本市の組織について、全庁的に検討が行われ

ることから、当局においても所管業務のあり方につ

いて検討を進めます。 

      併せて、「効率的・効果的な業務執行体制の構

築」の視点に立ち、組織全体の機構改革に取り組

みます。 

 

 温暖化対策の推進（ＣＯ２排出量の削減） 

《事業概要》 

燃料・消費電力や温室効果ガスの削減のた

め、電源供給装置を既存の消防車等に装着する

ほか、消防庁舎の緑化整備を推進します。 

また、省エネルギーで長寿命なＬＥＤ防犯灯の

導入を進めます。 

 

 

⇒ 事務処理ミス等の再発防止策の共有と再発

防止に向けた取組の実践（通年） 

⇒ 人材育成ビジョンの見直し（２月） 

⇒ 現場急行支援システム（ＦＡＳＴ）の試行導入

（５台）及び検証（３月） 

⇒ 交通事故件数の減少（前年度比 30％減少）

 

 

 

 

⇒ 局内ウェブシステムの一元化（10 月） 

⇒ 次世代ＯＡシステム基本計画書等の作成

（11 月） 

 

 

 

⇒ 所管業務のあり方の検討（10 月） 

⇒ 機構改革（３月） 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 車両への電源供給装置の装着（39 台） 

⇒ 敷地面積 20％以上の緑化面積確保（１消防

署、３月） 

⇒ 予算の範囲内でできるだけ多くのＬＥＤ防犯灯

が設置されている。（３月）※再掲 

 

 

 

 付けましたか？ 

住宅用火災警報器 

平成 23 年５月 31 日 

 

救える命を救いたい！                 

考えてみましょう･･･

 設置期限 

救急車の利用
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